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令和３年２月文京区議会定例議会追加提案事項 
【令和３年３月１０日】 

 

 

１ 文京区介護保険条例の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻２５０８頁） 

⑴ 提案理由 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）等の一部改正に伴い、規定を整備するため、

提案する。 

⑵ 改正内容 

ア 特別控除の追加（第１０条） 

介護保険料の所得判定に用いる合計所得金額の特別控除を行う対象に、低未利用土地の譲渡により租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３５条の３第１項の規定の適用がある場合を追加する。 

イ 第７段階から第９段階までの基準所得金額の見直し（第１０条） 

  第７段階  １２０万円以上２００万円未満 → １２０万円以上２１０万円未満 

  第８段階  ２００万円以上３００万円未満 → ２１０万円以上３２０万円未満 

  第９段階  ３００万円以上４００万円未満 → ３２０万円以上４００万円未満 

ウ 個人所得課税に係る保険料率の基準の特例（付則第９条） 

  令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に当たっては、給与所得又は公的年金等に係る所得

を得ている第一号被保険者の合計所得金額について、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第

２項の規定により計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定により計算した金額の合計額から

１０万円を控除する。 

エ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日。ただし、⑵エについては公布の日 

 

 

２ 文京区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例の一部を改正する条例

（文京区例規集第２巻２５４８頁） 

⑴ 提案理由 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３４号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア 全サービス共通事項 

(ア) 科学的介護の推進に伴う介護保険等関連情報の収集及び活用（第３条） 

(イ) ハラスメント対策の強化（第３３条等） 

 (ウ) 感染症や非常災害の発生時における業務継続に向けた取組の強化（第３３条の２等） 

 (エ) 感染症対策の強化（第３４条等） 

(オ) 運営規程等の掲示に係る見直し（第３５条等） 

 (カ) 会議及び多職種連携におけるテレビ電話装置等の活用（第４０条等） 

(キ) 高齢者虐待防止の推進（第４１条の２等） 

 (ク) 記録の保存等及び利用者への説明等に係る電磁的記録等の活用（第２０６条） 

イ 夜間対応型訪問介護 

(ア) オペレーターに関する基準の緩和（第４８条及び第５７条） 

(イ) 指定夜間対応型訪問介護事業者における適正なサービス提供の確保（第５８条） 

  ウ 地域密着型通所介護 

 (ア) 認知症介護基礎研修の受講の義務付け（第６０条の１３） 

(イ) 災害への地域と連携した対応の強化（第６０条の１５） 
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 エ 認知症対応型通所介護 

  管理者の配置基準の緩和（第６７条） 

オ 小規模多機能型居宅介護 

 (ア) 施設併設時における人員配置基準の緩和（第８３条） 

 (イ) 過疎地域等におけるサービス提供の確保（第１０２条） 

  カ 認知症対応型共同生活介護 

(ア) 夜勤職員及び計画作成担当者の配置基準の緩和（第１１１条） 

(イ) サテライト型の事業所に係る基準の創設（第１１１条、第１１２条及び第１１４条） 

(ウ) 外部評価に係る運営推進会議の活用（第１１８条） 

   (エ) 認知症介護基礎研修の受講の義務付け（第１２４条） 

  キ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

    認知症介護基礎研修の受講の義務付け（第１４７条） 

ク 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

   (ア) 施設の人員配置基準の緩和（第１５２条） 

(イ) 栄養ケア・マネジメントの充実（第１６５条の２） 

(ウ) 口腔衛生管理の強化（第１６５条の３） 

(エ) 認知症介護基礎研修の受講の義務付け（第１７１条及び第１８９条） 

(オ) 事故発生を防止するための担当者の配置の義務付け（第１７７条） 

(カ) 個室ユニット型施設の設備・勤務態勢の緩和（第１８２条） 

  ケ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

３ 文京区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営、指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第

２巻２６４６頁） 

 ⑴ 提案理由 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３６号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア 全サービス共通 

(ア) 科学的介護の推進に伴う介護保険等関連情報の収集及び活用（第３条） 

 (イ) 認知症介護基礎研修の受講の義務付け（第２９条等） 

(ウ) ハラスメント対策の強化（第２９条等） 

(エ) 感染症や非常災害の発生時における業務継続に向けた取組の強化（第２９条の２等） 

   (オ) 感染症対策の強化（第３２条等） 

 (カ) 会議及び多職種連携におけるテレビ電話装置等の活用（第３２条等） 

(キ) 運営規程等の掲示に係る見直し（第３３条等） 

(ク) 高齢者虐待防止の推進（第３８条の２等） 

(ケ) 記録の保存等及び利用者への説明等に係る電磁的記録等の活用（第９３条） 

  イ 介護予防認知症対応型通所介護 

   (ア) 管理者の配置基準の緩和（第１１条） 

   (イ) 災害への地域と連携した対応の強化（第３１条） 

  ウ 介護予防小規模多機能型居宅介護 

 (ア) 施設併設時における人員配置基準の緩和（第４５条） 

 (イ) 過疎地域等におけるサービス提供の確保（第５９条） 
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  エ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

  (ア) 夜勤職員及び計画作成担当者の配置基準の緩和（第７２条） 

(イ) サテライト型の事業所に係る基準の創設（第７２条、第７３条及び第７５条） 

(ウ) 外部評価に係る運営推進会議の活用（第８８条） 

  オ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

４ 文京区指定介護予防支援等の事業の人員及び運営、指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法等の基準に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻２６８５頁） 

 ⑴ 提案理由 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号）の一部改正に伴い、

規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア 科学的介護の推進に伴う介護保険等関連情報の収集及び活用（第２条） 

  イ ハラスメント対策の強化（第２０条） 

ウ 感染症や非常災害の発生時における業務継続に向けた取組の強化（第２０条の２） 

エ 感染症対策の強化（第２２条の２） 

  オ 会議及び多職種連携におけるテレビ電話装置等の活用（第２２条の２等） 

カ 運営規程等の掲示に係る見直し（第２３条） 

キ 高齢者虐待防止の推進（第２８条の２） 

ク 記録の保存等及び利用者への説明等に係る電磁的記録等の活用（第３５条）   

ケ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

５ 文京区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第

２巻２６９８頁） 

 ⑴ 提案理由 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）の

一部改正に伴い、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

  ア 科学的介護の推進に伴う介護保険等関連情報の収集及び活用（第２条） 

  イ 事業所における管理者要件の見直し（第５条） 

 ウ 事業者に義務付ける説明項目の追加（第６条） 

  エ 会議及び多職種連携におけるテレビ電話装置等の活用（第１５条等） 

  オ 生活援助の訪問回数の多い利用者等への対応（第１５条） 

  カ ハラスメント対策の強化（第２１条） 

  キ 感染症や非常災害の発生時における業務継続に向けた取組の強化（第２１条の２） 

  ク 感染症対策の強化（第２３条の２） 

  ケ 運営規程等の掲示に係る見直し（第２４条） 

  コ 高齢者虐待防止の推進（第２９条の２） 

  サ 記録の保存等及び利用者への説明等に係る電磁的記録等の活用（第３３条） 

  シ 事業所における管理者要件に係る経過措置の延長（付則第２項及び付則第３項） 

  ス その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日。ただし、⑵オについては令和３年１０月１日 
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６ 文京区建設事務手数料条例の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻１７３２頁） 

 ⑴ 提案理由 手数料の徴収に係る区分を改めるほか、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

ア 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）に基づく申請における手数料の徴収

に係る面積区分について、「３００㎡を超え２，０００㎡以内」を「３００㎡を超え１，０００㎡以内」

と「１，０００㎡を超え２，０００㎡以内」に細分化する。（別表第２） 

イ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）等に基づく建築物の非

住宅部分の申請における手数料の徴収に係る面積区分について、「３００㎡以上２，０００㎡未満」を

「３００㎡以上１，０００㎡未満」と「１，０００㎡以上２，０００㎡未満」に細分化する。（別表第

３） 

ウ 建築物エネルギー消費性能適合性判定等に当たり、建築物総合エネルギーシミュレーションツールを

用いて評価を行った場合は、標準入力法により評価を行った場合とみなして手数料額を算出することと

する。（別表第３） 

エ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日 

 

 

 


